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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第33期連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しております。 

 

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高（百万円） 11,688 10,353 10,809 11,547 12,187

経常利益（百万円） 165 213 322 423 625

当期純利益（百万円） 25 61 175 242 317

純資産額（百万円） 4,021 4,067 4,162 4,334 4,577

総資産額（百万円） 9,032 8,758 9,658 9,660 10,203

１株当たり純資産額（円） 609.30 615.19 629.39 655.12 693.64

１株当たり当期純利益（円） 3.94 8.16 25.31 35.07 48.07

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 44.5 46.4 43.1 44.9 44.9

自己資本利益率（％） 0.6 1.5 4.3 5.7 7.1

株価収益率（倍） 41.9 41.5 14.7 17.0 10.9

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

77 393 9 237 699

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△ 141 △ 75 151 △ 205 △ 92

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△ 66 △ 133 △ 66 △ 66 △ 466

現金及び現金同等物の期末残
高（百万円） 

962 1,147 1,243 1,208 1,349

従業員数（人） 448 473 447 546 531



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３. 第33期の１株当たり配当額には、上場10周年記念配当３円を含んでおります。 

４．第33期事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

  

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高（百万円） 11,499 10,091 10,544 11,404 10,640

経常利益（百万円） 126 226 295 405 541

当期純利益（百万円） △ 22 70 170 239 285

資本金（百万円） 1,242 1,242 1,242 1,242 1,242

発行済株式総数（株） 6,600,000 6,600,000 6,600,000 6,600,000 6,600,000

純資産額（百万円） 3,893 3,949 4,038 4,207 4,420

総資産額（百万円） 9,039 8,303 9,428 8,743 9,343

１株当たり純資産額（円） 589.87 597.20 610.59 635.95 669.98

１株当たり配当額(うち１株
当たり中間配当額)（円） 

5.00 
（－）

10.00
（－）

10.00
（－）

10.00 
（－）

15.00
（－）

１株当たり当期純利益（円） △ 3.43 9.60 24.51 34.68 43.26

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 43.1 47.6 42.8 48.1 47.3

自己資本利益率（％） △ 0.6 1.8 4.3 5.8 6.6

株価収益率（倍） － 35.3 15.1 17.2 12.1

配当性向（％） － 104.2 40.8 28.8 34.7

従業員数（人） 259 303 279 295 292



２【沿革】 

 

昭和50年１月 日立造船非破壊検査株式会社を大阪市此花区に設立し、業務を開始 

昭和50年６月 科学技術庁から放射性同位元素等の使用許可を取得 

昭和50年７月 非破壊検査、材料試験事業を開始 

昭和51年６月 溶接技術管理及び溶接構造物の総合診断事業を開始 

昭和52年８月 鹿島建設株式会社と被覆体背後の間隙測定方法実施権の許諾契約を締結 

昭和61年３月 大阪ニチゾウメンテナンス株式会社、広島ニチゾウメンテナンス株式会社、舞鶴ニチゾウメンテ

ナンス株式会社、九州ニチゾウメンテナンス株式会社を吸収合併、商号を株式会社ニチゾウテッ

クに変更 

昭和61年４月 大阪市福島区に営業所を開設、併せて同所にて本店業務の一部を開始 

昭和61年４月 生産ラインの自動化設備事業に進出 

昭和61年５月 電気工事業、管工事業、鋼構造物工事業、機械器具設置工事業について、特定建設業の建設大臣

許可を取得 

消防施設工事業、清掃施設工事業について、一般建設業の建設大臣許可を取得 

昭和61年10月 自動車関連事業分野に進出のため、熊本県菊池郡大津町に九州事業部大津事業所を開設 

平成元年４月 電気技術要員強化のため、ニチゾウ堺機電株式会社を吸収合併 

平成元年８月 土木工事業について、一般建設業の建設大臣許可を取得 

平成元年９月 本社を大阪市福島区に移転 

平成２年７月 北九州地区の自動車関連事業分野に進出のため、福岡県京都郡苅田町に九州事業部苅田事業所を

開設 

平成６年４月 設備のメンテナンス業務の経営効率向上と、高齢者雇用の機会を創出するため、子会社株式会社

ニツテク神奈川、株式会社ニツテク大阪、株式会社ニツテク舞鶴の３社を設立 

平成７年５月 本社を大阪市大正区に移転 

平成８年11月 大阪証券取引所市場第二部に株式を上場 

平成11年４月 設備のメンテナンス業務の経営効率向上を目的として子会社株式会社ニツテク有明を設立 

平成11年７月 設備のメンテナンス業務の経営効率向上を目的として子会社株式会社ニツテク広島を設立 

平成12年１月 技術コンサルティング本部がＩＳＯ９００１の認証取得 

平成12年４月 各種非破壊検査及び計測・診断に関するコンサルティング業務を行うため、子会社株式会社グリ

ーンパワーを設立 

平成15年１月 全部門でＩＳＯ９００１の認証取得 

平成15年12月 コ・ジェネレーションシステムによる売電事業を行うため、株式会社昭和起重機製作所と共同出

資して有限会社エコクリーンを設立 

平成17年６月 日立造船株式会社のグループ会社である株式会社舞鶴プラントからプラント機器事業を承継 

平成18年１月 技術コンサルティング事業とエンジニアリング事業の拡充・強化を目的として、日立造船株式会

社から同社の子会社である関西設計株式会社の全株式を取得 



３【事業の内容】 

 当社グループは、株式会社ニチゾウテック（当社）、当社の親会社、当社の子会社７社及び当社の関連会社１社により構成さ

れており、構造物等の各種検査・計測・診断、機械・設備・プラント等のエンジニアリング、設備の保守管理・運転までの技術

サービスを主たる業務としております。 

 当社グループのうち、連結対象となる当社及び子会社７社の事業内容と当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。 

(1）検査・計測・診断事業 …… 当社が請負い、業務の一部を子会社の㈱ニツテク神奈川他３社に外注しております。また、

関西設計㈱については、当社以外からも設計・コンサルティング等を直接請負っておりま

す。 

(2）エンジニアリング事業 …… 当社が請負い、業務の一部を子会社の㈱ニツテク神奈川他５社に外注しております。また、

関西設計㈱については、当社以外からも設計・コンサルティング等を直接請負っておりま

す。 

(3）メンテナンス事業 ………… 当社が請負い、業務の一部を子会社の㈱ニツテク神奈川他４社に外注しております。 

  
 

  
  



４【関係会社の状況】 

(1）親会社 

（注）１．有価証券報告書提出会社であります。 

２．「議決権の被所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。 

  

(2）連結子会社 

（注）１．主要な事業内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．㈱ニツテク有明は、特定子会社に該当しております。 

３．関西設計㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えており

ます。 

 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業内容

議決権の被所有割
合（％） 

関係内容 

日立造船㈱ 大阪市住之江区 45,442 

環境装置・プラン
ト・鉄構・機械・
原動機等の製造・
販売事業 

61.8
(1.9) 

各種検査・計測・
診断、プラント施
設・工場設備の保
守点検等メンテナ
ンスの請負 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業内容

議決権の所有割合
（％） 

関係内容 

㈱ニツテク神奈川 川崎市川崎区 30 

検査・計測・診断
事業、エンジニア
リング事業、メン
テナンス事業 

100.0

当社受注の各種検
査・計測・診断、
機器・装置の改
造・据付等エンジ
ニアリング及び設
備の補修・メンテ
ナンスの委託 

㈱ニツテク大阪 大阪市大正区 50 
エンジニアリング
事業、メンテナン
ス事業 

100.0

当社受注の機器・
装置の改造・据付
等エンジニアリン
グ及び設備の補
修・メンテナンス
の委託 

㈱ニツテク舞鶴 京都府舞鶴市 35 
エンジニアリング
事業、メンテナン
ス事業 

100.0

当社受注の機器・
装置の改造・据付
等エンジニアリン
グ及び設備の補
修・メンテナンス
の委託 

㈱ニツテク有明 熊本県熊本市 50 

検査・計測・診断
事業、エンジニア
リング事業、メン
テナンス事業 

100.0

当社受注の各種検
査、機器・装置の
改造・据付等エン
ジニアリング及び
設備の補修・メン
テナンスの委託 

㈱ニツテク広島 広島県尾道市 40 
エンジニアリング
事業、メンテナン
ス事業 

100.0

当社受注の機器・
装置の改造・据付
等エンジニアリン
グ及び設備の補
修・メンテナンス
の委託 

㈱グリーンパワー 大阪市大正区 50 
検査・計測・診断
事業 

100.0
当社受注の各種検
査・計測・診断業
務の委託 

関西設計㈱ 大阪市西区 100 
検査・計測・診断
事業、エンジニア
リング事業 

100.0

当社受注の機器・
装置の改造・据付
等エンジニアリン
グの設計業務の委
託 



  主要な損益情報等   （1）売上高   1,406百万円 

             （2）経常利益    54百万円 

             （3）当期純利益   18百万円 

             （4）純資産額   220百万円 

             （5）総資産額   837百万円 

  

  



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している人員であり

ます。 

  

(2）提出会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社グループの組合組織は、ニチゾウテック労働組合と称し、提出会社の本社に同組合本部が、また、各事業部別に支部が

置かれ、平成19年３月31日現在における組合員数は297人で、上部団体の日立造船グループ労働組合連合会（日造労連）に加盟

しております。 

 会社と労働組合との間には、尊重、信頼、協力を中心とした話し合いによる解決を基本とする、良き労使関係が確立されて

おり、労使間には、現在係争事項はありません。 

  

  

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメント名 従業員数（人）

検査・計測・診断事業 92 

エンジニアリング事業 204 

メンテナンス事業 128 

全社（共通） 107 

合計 531 

    平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

292 43.8 12.3 6,258,112 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、公共投資は総じて低調に推移する一方、企業収益の改善を背景とした堅調な民間設

備投資の増加とアジア向けの輸出の伸びなどに支えられ、景気は緩やかな回復基調で推移しました。 

 このような経済情勢と他社との厳しい価格競争の中で、当社グループは新規顧客の開拓など積極的な営業活動を展開して受

注の確保に努めるとともに、コストダウンに鋭意努めてきました結果、当連結会計年度の受注高は13,322百万円（前期比

14.7％増）、売上高は12,187百万円（前期比5.5％増）、経常利益は625百万円（前期比47.7％増）、当期純利益は317百万円

（前期比30.9％増）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

検査・計測・診断事業におきましては、検査では、鋼構造物、各種プラントの配管、機器等の非破壊検査業務を造船会社・

建設会社・化学会社などから幅広く受注・施工しました。 

 計測・診断では、関西電力株式会社、建設コンサルタント会社及び化学会社などから水門・水圧鉄管・橋梁などの鋼構造物

及び各種プラントの機器などの計測・診断業務並びに配管設備の耐震解析をはじめとした各種解析業務を受注・施工しまし

た。 

 この結果、当期の受注高は2,238百万円（前期比18.6％増）、売上高は2,258百万円（前期比22.3％増）、営業利益は191百万

円（前期比57.1％増）となりました。 

エンジニアリング事業におきましては、機械・設備では、日産自動車株式会社追浜工場向け三次元測定機用圧型搬送台車製

作工事、ユニバーサル造船株式会社有明事業所向けパネルＪ棟ワーキングブリッジ新設工事を受注・施工したのをはじめ、新

規顧客や従来からの各生産会社・工場向けの機械・設備の据付・改造工事並びに株式会社安川電機からの自動車部品の生産ラ

インの自動化・省力化工事を受注・施工しました。 

電気・計装・制御では、駐車場誘導・管制システムとして株式会社中部近鉄百貨店の草津店向け駐車場誘導・監視、管制シ

ステムを受注・施工したほか、本田技研工業株式会社の熊本製作所・同社の海外企業向け並びにユニバーサル造船株式会社を

はじめ各社から電気・計装工事などを受注・施工しました。 

プラント・環境では、東ソー株式会社南陽事業所向け分解炉バーナータイル更新工事、積水ハウス株式会社関東工場向け

オートクレーブ復旧工事などをはじめ、各種プラント・環境工事を受注・施工しました。 

この結果、当期の受注高は7,251百万円（前期比22.4％増）、売上高は6,221百万円（前期比5.6％増）、営業利益は266百万

円（前期比76.8％増）となりました。 

メンテナンス事業におきましては、日立造船株式会社・ユニバーサル造船株式会社の各工場・事業所内諸設備並びに官公庁

設備の運転、保守管理等を例年どおり実施しました。また、環境設備の定期点検・補修、各種プラントの配管・機器及び橋梁

などの鋼構造物の点検・修理を実施するとともに、今年度は大阪府立国際会議場やミューザ川崎などの舞台機構設備の保守点

検業務を受注し、実施しました。 

この結果、当期の受注高は3,832百万円（前期比0.7％増）、売上高は3,707百万円（前期比2.6％減）、営業利益は162百万円

（前期比2.6％増）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益が625百万

円となり、前受金の増加及び売上債権の減少に伴う収入等により、当連結会計年度期首に比べ141百万円増加し、当連結会計年

度末には1,349百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、699百万円（前連結会計年度は237百万円の獲得）となりました。これは、主に税金等調整

前当期純利益の増加、前受金の増加等があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、92百万円（前連結会計年度は205百万円の使用)となりました。これは、主に有形固定資産

の取得による支出等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、466百万円（前連結会計年度は66百万円の使用）となりました。これは、社債の償還による

支出、短期借入金の返済による支出及び配当金の支払によるものであります。 

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は販売価格により算出しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

検査・計測・診断事業（百万円） 2,257 21.0 

エンジニアリング事業（百万円） 6,740 15.5 

メンテナンス事業（百万円） 3,713 △ 3.6 

合計 12,710 10.0 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円) 前年同期比（％）

検査・計測・診断事業 2,238 18.6 143 △ 12.3 

エンジニアリング事業 7,251 22.4 2,485 70.7 

メンテナンス事業 3,832 0.7 312 66.3 

合計 13,322 14.7 2,941 62.8 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

検査・計測・診断事業（百万円） 2,258 22.3 

エンジニアリング事業（百万円） 6,221 5.6 

メンテナンス事業（百万円） 3,707 △ 2.6 

合計 12,187 5.5 

相手先 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

ユニバーサル造船株
式会社 

－ － 1,846 15.2 

日立造船株式会社 3,500 30.3 1,488 12.2 



３【対処すべき課題】 

 今後のわが国経済は、国内外の諸情勢の動向など不透明な材料はあるものの、引き続き民間設備投資や雇用情勢の改善による

個人消費の増加傾向により緩やかな景気回復が続くものと見込まれますが、一方で、企業間の競争は一段と厳しさを増すものと

予想されます。 

 このような経営環境のもとで、当社グループは、現在、３カ年中期経営計画（平成１７年度～平成１９年度）を推進中であり

ますが、本計画では、事業ビジョンとして「インフラ・生産設備分野の現場を指向する総合技術サービス企業」を掲げ、技術

サービスの品質と信頼を磨き、顧客ニーズに機動的に応えていくことを基本方針とし、高収益企業の構築の完遂を目指しており

ます。 

その計画の仕上げの年であります本年度は、１）全社収益目標の必達、２）事業戦略と事業展開力の強化、３）人づくりと組

織の活性化、４）内部統制の強化・充実、を重点施策とし、当社グループ全体の業容拡大と業績の向上に努める所存でありま

す。 

  

４【事業等のリスク】 

 当社グループの経営成績、株価及び財政状況等に影響を及ぼすリスクには、以下のようなものがあります。 

 なお、以下の項目には将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は提出日現在における判断によるものであります。 

（1）市場の急激な変動によるリスク 

 当社グループ事業の最終事業者は、公共事業体及び民間企業が相半ばしております。前者につきましては地方自治体等の

財政状態や予算執行状況により市場が大きく変動します。また、後者においても民間設備投資の動向により、当社事業に関

する市場が大きく変動します。これらの市場の変動が、当社グループの業績及び財政状況に影響を及ぼしております。 

（2）施工現場における人的・物的事故あるいは災害の発生によるリスク 

 当社の施工現場における安全管理には万全を期し、また、各種保険を付保して万一の場合に備えておりますが、事故・災

害が発生した場合には経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

（3）取引先の信用リスク 

 当社の取引先が信用不安に陥った場合、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 当連結会計年度において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

 



６【研究開発活動】 

 「検査・計測・診断」領域では、鋼構造物・コンクリート構造物を対象として当社独自の技術と装置に関して開発・高度化な

どを推進しました。また、「エンジニアリング」領域では画像処理技術を活用し、駐車場管理システムの高度化や位置決め治具

不要の対象物位置及び形状認識技術の開発などを推進しました。 

 当連結会計年度の研究開発費の総額は69百万円であります。 

主な研究開発成果は、次のとおりであります。 

（1）検査・計測・診断事業 

①技術の開発・高度化では、大阪大学と共同で電磁超音波による非接触応力測定技術の確立や、神戸大学と共同で塩害による

劣化コンクリート橋の合理的点検方法の確立を目的とした腐食モニタリング技術の開発など新規技術に取り組みました。ま

た、高能率非破壊検査技術であるＴＯＦＤ法(超音波利用)の高度化にも取り組みました。 

②装置開発では、大阪府立大学と光学式変位計測装置の開発を推進しました。また、平成 17 年度より大阪大学との共同研究で

着手した超伝導量子干渉素子(ＳＱＵＩＤ)を利用し、保温材の上から配管などの腐食を検知する装置の開発を推し進めまし

た。 

③橋梁等の大型構造物の振動を低コストで測定できる簡易取付型加速度記録計(ＢＥＭＴＯ)を独自で開発しました。 

（2）エンジニアリング事業 

①画像処理技術を活用した駐車場管理技術では、駐車状況をゾーン単位で管理するシステムや駐車券不要の駐車場管理システ

ムの開発を推進しました。また、安全管理面で要求される長時間駐車車両の検出システムを開発しました。 

②自動車用多品種少量部品の製作に対応する工場の溶接ラインでの部品固定治具の簡素化や、１台のカメラを用いて治具を省

略する三次元視覚認識システムの開発を進めました。 

③新幹線等の先頭車両の曲面表面塗装にロボットを用いて自動塗装を行うシステムの開発・実用化を図りました。 

（3）メンテナンス事業 

    工場設備の図面、故障修理報告書等の検索・表示機能等を備えた点検カルテの管理システムを構築しました。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

 この連結財務諸表の作成にあたりまして、決算日における資産・負債の報告数値及び報告期間における収益・費用の報告数

値に影響を与える見積り及び仮定設定を行う必要があります。収益の認識、売上原価、貸倒引当金、退職給付引当金等につい

て、過去の実績や状況に応じ合理的と考えられる判断に基づき、見積り等を行っております。 

（2）当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析 

 ①売上高 

  売上高は、12,187百万円（前年同期比5.5％増）となりましたが、これは、前連結会計年度と比し、新規顧客の開拓及び

民間設備投資関連の需要を中心に積極的な営業活動を展開した結果、受注高が増加し工事が完工したためであります。 

 ②売上原価、販売費及び一般管理費 

  当連結会計年度の売上高対売上原価率は87.6％となり、前連結会計年度とほぼ同じ水準を保つことができました。販売費

及び一般管理費は、主に人件費等の増加により890百万円（前年同期比12.1％増）となりました。以上の結果、営業利益は

620百万円（前年同期比43.9％増）、経常利益は625百万円（前年同期比47.7％増）となりました。 

 ③資産・負債 

 資産の部は、前連結会計年度末に比較し542百万円増加し、10,203百万円となりました。 

流動資産は、前連結会計年度末に比較し492百万円増加して7,957百万円となりましたが、これは主に仕掛品の増加等による

ものです。 

固定資産は、前連結会計年度末に比較し50百万円増加し、2,245百万円となりましたが、これは主に土地の増加等によるも

のです。 

 負債の部は、前連結会計年度末に比較し299百万円増加し、5,626百万円となりました。これは主に前受金の増加等による

ものです。 

 純資産の部は、前連結会計年度末に比較し242百万円増加し、4,577百万円となりました。これは利益剰余金の増加等によ

るものです。 

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

 当社及び連結子会社では、119百万円の設備投資を実施しました。 

 検査・計測・診断事業においては34百万円、エンジニアリング事業においては72百万円、メンテナンス事業においては13百万

円の設備投資を実施しました。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社及び連結子会社における主要な設備は、次のとおりであります。 

  

(1）提出会社 

（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

２．帳簿価額の［ ］は、関連会社㈲エコクリーンへ賃貸している売電事業用発電装置を外書で表示しております。 

３．建物の一部を賃借しており、その賃借料は年間55百万円であります。 

 

       （平成19年３月31日現在）

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳簿価額
従業
員数 
(人) 

建物及び構
築物 
（百万円） 

機械装置及
び車両運搬
具(百万円) 

土地
（百万円） 
(面積㎡) 

工具、器具
及び備品 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

本社 
(大阪市大正区) 

全社統括業務 
本社ビル 
統括業務設備 

140
  

16
[49] 

367
(776) 

5 
  

530 
[49] 

34

技術コンサルティング
事業本部 
(大阪市大正区) 

検査・計測・診断
エンジニアリング 

本社ビル 
計測・検査機器
等 

115
  

0
  

303
(641) 

12 
  

431 
  

31

エンジニアリング事業
本部 
(大阪市大正区) 

エンジニアリング
メンテナンス 

本社ビル 
設計用機器等 

94
  

1
  

248
(524) 

0 
  

344 
  

55

東京事業部 
(川崎市川崎区) 

検査・計測・診断
エンジニアリング 
メンテナンス 

計測・検査機器
等 

0
  

－
  

－
(－) 

0 
  

1 
  

2

京都事業部 
(京都府舞鶴市) 
(京都府福知山市) 

検査・計測・診断
エンジニアリング 
メンテナンス 

計測・検査機器
等 

0
  

2
  

－
(－) 

1 
  

4 
  

49

広島事業部 
(広島県尾道市) 

検査・計測・診断
エンジニアリング 
メンテナンス 

計測・検査機器
等 

0
  

0
  

－
(－) 

4 
  

5 
  

35

九州事業部 
(熊本県玉名郡長洲町) 
(熊本県菊池郡大津町) 
(福岡県京都郡苅田町) 
(福岡県久留米市) 
(熊本県熊本市) 

検査・計測・診断
エンジニアリング 
メンテナンス 

事務所 
計測・検査機器
等 

37
  

3
  

139
(5,531) 

4 
  

185 
  

86



(2）国内子会社 

（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

２．関西設計㈱の建物賃借料は年間20百万円であります。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

   当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

  

  

      （平成19年３月31日現在）

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳簿価額
従業
員数 
(人) 

建物及び構築
物（百万円） 

機械装置及び
車両運搬具 
（百万円） 

工具、器具及
び備品 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

㈱ニツテク神奈川 
(川崎市川崎区) 

検査・計測・診断
エンジニアリング 
メンテナンス 

計測・検査機器等 － － 1 1 17

㈱ニツテク大阪 
(大阪市大正区) 

エンジニアリング
メンテナンス 

メンテナンス用機
器等 

－ － 0 0 31

㈱ニツテク舞鶴 
(京都府舞鶴市) 

エンジニアリング
メンテナンス 

メンテナンス用機
器等 

－ 0 － 0 34

㈱ニツテク有明 
(熊本県熊本市) 

検査・計測・診断
エンジニアリング 
メンテナンス 

メンテナンス用機
器等 

－ － 0 0 32

㈱ニツテク広島 
(広島県尾道市) 

エンジニアリング
メンテナンス 

メンテナンス用機
器等 

－ 0 0 0 22

㈱グリーンパワー 
(大阪市大正区) 

検査・計測・診断 計測・検査機器等 － － 0 0 12

関西設計㈱ 
(大阪市西区) 

検査・計測・診断
エンジニアリング 

設計用機器等 4 － 1 6 91

事業所名 所在地 事業の種類別セ
グメントの名称 設備の内容

設備の内容

資金調達方法

着手及び完了予定月

総額 
（百万円） 

既支払額 
（百万円） 

着手 完了

九州事業部 
大津事業所 

熊本県菊池郡 エンジニアリング 
メンテナンス 建物、機械設備 201 － 自己資金 

平成 
19.04 

平成 
19.09 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）平成８年11月１日に有償一般募集増資（600,000株、発行価格1,200円、資本組入額570円）を行い、現在に至っております。 

  

(5）【所有者別状況】 

（注）１．自己株式1,400株は、「個人その他」に１単元、「単元未満株式の状況」に400株含めて記載しております。 

２.「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 24,000,000 

計 24,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

（平成19年３月31日） 
提出日現在発行数（株）
（平成19年６月29日） 

上場証券取引所名又は 
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 6,600,000 6,600,000
株式会社大阪証券取引所 
市場第二部 

－ 

計 6,600,000 6,600,000 － － 

年月日 
発行済株式
総数増減数 

（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金
増減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成８年11月１日 
（注） 

600,000 6,600,000 342 1,242 378 878

      平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 6 7 35 － － 724 772 － 

所有株式数
（単元） 

－ 312 20 4,205 － － 2,061 6,598 2,000 

所有株式数の
割合（％） 

－ 4.73 0.30 63.73 － － 31.24 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

  

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）上記「完全議決権株式（その他）」の株式数欄には、証券保管振替機構名義の株式1,000株が含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

 

    平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日立造船株式会社 大阪市住之江区南港北1－7－89 3,950 59.86 

ニチゾウテック職員持株会 大阪市大正区鶴町2－15－26 337 5.11 

アタカ大機株式会社 東京都港区新橋2-16-1 120 1.82 

青山 大蔵 名古屋市西区 115 1.74 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2－7－1 90 1.36 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1－6－6 90 1.36 

株式会社メンテック 広島市安芸区矢野新町2-3-24 65 0.98 

髙木 康秀 愛知県江南市 63 0.95 

株式会社みずほ銀行 
東京都中央区晴海1－8－12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィス
タワーＺ棟 

42 0.64 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1-26-1 36 0.55 

計 － 4,909 74.38 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,597,000 6,597 － 

単元未満株式 普通株式  2,000 － － 

発行済株式総数 6,600,000 － － 

総株主の議決権 － 6,597 － 

    平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱ニチゾウテック 
大阪市大正区鶴町 
2-15-26 

1,000 － 1,000 0.02 

計 － 1,000 － 1,000 0.02 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

  



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月21日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式

は含めておりません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における保有自己株式数には、平成19年６月21日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株

式は含めておりません。 

  

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 700 370,300 

当期間における取得自己株式 － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式 

－ － － －

その他 
（－） 

－ － － －

保有自己株式数 1,400 － 1,400 － 



３【配当政策】 

 剰余金の配当に当たっての基本的な考え方は、株主への利益還元という観点を踏まえ、配当を継続的かつ安定的に実施するこ

とを基本とし、業績動向、配当性向等を考慮するとともに、今後の事業展開に備えるための内部留保の充実などを勘案して決定

いたします。 

当社では、剰余金の配当に関し、定款上、株主総会の決議により期末配当を行うとともに、取締役会の決議により中間配当を

行うことができることとしております。 

 当事業年度の配当金につきましては、上記方針に基づき１株当たり15円の期末配当（普通配当12円、上場10周年記念配当３

円）を実施することを決定しました。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 

  

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成19年６月28日 

定時株主総会決議 

（期末配当） 

98 15 

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 335 350 406 821 600 

最低（円） 145 163 299 341 475 

月別 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 平成19年１月 平成19年２月 平成19年３月

最高（円） 548 540 514 544 555 547 

最低（円） 502 500 488 505 516 520 



５【役員の状況】 

  
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役社長
(代表取締役) 

  速形 雄一 昭和18年８月26日生

昭和42年４月 日立造船株式会社入社 

昭和62年７月 当社大阪事業部営業部長 

平成２年７月 当社技術本部営業部長 

平成９年７月 当社九州事業部長 

平成11年６月 当社取締役技術コンサルティング

本部長 

平成14年６月 当社取締役社長（現任） 

平成18年６月 日立造船株式会社取締役（現任） 

（注）3 15 

専務取締役 
(代表取締役) 

営業統括兼業
務本部長 

菱川 道生 昭和22年11月26日生

昭和45年４月 日立造船株式会社入社 

平成２年７月 同社社長室（企画） 

平成９年６月 同社企画部秘書役 

平成13年６月 同社東京総務部長 

平成16年６月 当社常務取締役業務本部長 

平成18年４月 当社常務取締役営業統括兼業務本

部長 

平成19年６月 当社専務取締役営業統括兼業務本

部長（現任） 

（注）3 13 

取締役 
技術コンサル
ティング事業
本部長 

金井 英一 昭和23年２月３日生

昭和48年４月 日立造船株式会社入社 

昭和50年８月 日立造船非破壊検査株式会社（現

当社）出向 

平成４年４月 当社技術本部第３技術部長 

平成６年４月 当社技術本部検査部長 

平成７年４月 当社技師長（安全工学） 

平成10年10月 当社技術本部検査・計測部長 

平成11年７月 当社技術コンサルティング本部第

２技術部長 

平成14年６月 当社技術コンサルティング本部長 

       株式会社グリーンパワー取締役社

長（現任） 

平成17年６月 当社取締役技術コンサルティング

本部長 

平成18年４月 当社取締役技術コンサルティング

事業本部長（現任） 

（注）3 6 

取締役 九州事業部長 竹下 謙一 昭和24年11月10日生

昭和49年４月 日立造船株式会社入社 

昭和53年３月 日立造船非破壊検査株式会社（現

当社）出向 

平成６年４月 当社技術本部第１技術部長 

平成15年４月 当社技術コンサルティング本部計

測診断部長 

平成16年７月 当社九州事業部長 

平成18年６月 当社取締役九州事業部長（現任） 

（注）3 5 

取締役 京都事業部長 松浦 盈雅 昭和22年２月４日生

昭和47年４月 日立造船株式会社入社 

平成14年10月 ユニバーサル造船株式会社入社 

平成15年７月 当社京都事業部長付 

平成15年10月 当社京都事業部長 

平成17年６月 株式会社ニツテク舞鶴取締役社長

（現任） 

平成18年６月 当社取締役京都事業部長（現任） 

（注）3 3 



  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役 
エンジニアリ
ング事業本部
長 

名本  洋 昭和20年７月15日生

昭和46年７月 日立造船株式会社入社 

昭和61年２月 株式会社東機貿入社 

昭和61年６月 ニューポート メディカル イン

スツルメンツ社（米国）出向 

平成12年１月 株式会社東機貿復職 

平成13年４月 同社執行役員 

平成15年４月 同社常務執行役員 

平成17年７月 同社相談役 

平成18年１月 当社社長付 

平成18年４月 当社エンジニアリング事業本部副

事業本部長 

平成18年６月 当社取締役エンジニアリング事業

本部長（現任） 

（注）3 2 

取締役   安藤  彰 昭和21年８月６日生

昭和48年４月 日立造船株式会社入社 

昭和62年１月 日立造船堺重工業株式会社入社 

昭和62年８月 関西設計株式会社入社 

平成８年６月 同社取締役 

平成16年３月 同社取締役社長（現任） 

平成18年６月 当社取締役（現任） 

（注）3 2 

取締役   宮脇 国男 昭和24年１月１日生

昭和47年４月 日立造船株式会社入社 

平成14年４月 同社技術本部技術研究所要素技術

センター生産技術研究室長 

平成16年７月 同社技師長（現任） 

平成17年５月 同社技術本部技術研究所基礎技術

研究室長兼技術部長 

平成18年８月 同社関連企業部（現任） 

平成19年６月 当社取締役(現任） 

（注）3 －

常勤監査役   和田  彰 昭和20年１月17日生

昭和42年４月 日立造船株式会社入社 

平成13年６月 同社執行役員環境・プラント事業

本部副事業本部長 

平成16年６月 同社常務執行役員 

平成16年９月 同社環境事業本部長 

平成17年６月 同社常務取締役 

平成18年４月 同社顧問 

平成18年６月 当社常勤監査役（現任） 

（注）4 2

監査役   中村 泰雄 昭和19年９月21日生

昭和43年４月 日立造船株式会社入社 

平成７年１月 同社船舶・防衛事業本部管理部長 

平成12年４月 同社経営企画部関連企業グループ 

平成13年６月 株式会社エーエフシー取締役社長 

平成17年６月 日立造船株式会社関連企業部嘱託

（現任） 

平成17年６月 当社監査役（現任） 

（注）4 －



（注）１．取締役宮脇国男は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役和田彰及び中村泰雄は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

   ３．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

   ４．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

監査役   有馬 健次 昭和19年５月11日生

昭和49年４月 日立造船株式会社入社 

昭和61年３月 当社へ出向 

昭和62年１月 当社技術本部第２エンジニアリン

グ部長 

平成４年４月 当社技術本部第２技術部長 

平成７年４月 当社技術本部第１技術部長 

平成10年６月 当社技術本部副本部長 

平成14年６月 当社取締役技術担当 

平成17年３月 当社取締役技術担当兼事業開発室

長 

平成17年６月 当社技監兼事業開発室長 

平成19年６月 当社監査役（現任） 

（注）4 8 

        計   56 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、企業の健全性、透明性、効率性を確保し、企業価値の増大を図るとともに、社会的存在としての企業の信頼性を高

めていくため、コーポレート・ガバナンスの充実は経営上の主要課題の一つであると認識して、経営の執行と体制づくりに努

めております。 

 当社は、監査役設置会社として、取締役・監査役制度を基本に従来から迅速な意思決定に基づく適正な業務執行と経営の効

率化を推進しており、今後もこの制度を継続しながら、コーポレート・ガバナンスの充実を図っていく方針であります。 

（2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況等 

①会社の機関の基本説明 

 当社の経営上の意思決定、執行及び監査に係る内部統制を中心としたコーポレート・ガバナンス体制の概要は、下図のと

おりであります。 

  

 
  

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

当社は、取締役会と取締役会メンバーに事業部門長を加えて構成されている幹部会を当社の職務遂行の基幹組織として位

置づけ、それを毎月開催しております。 

取締役会は、平成19年６月末現在８名の取締役（うち社外取締役１名）で構成されており、法令で定められた事項のほ

か、経営の基本方針をはじめとする重要事項の決定並びに職務執行の監督を行い、また、幹部会は、経営に関する戦略・推

進施策について審議を行うこととし、併せてその場で常に法令・定款及び社内規程の遵守状況のチェックを行っておりま

す。 

取締役会・幹部会で決定された経営方針に基づいて、代表取締役である取締役社長の指揮の下、取締役及び各部門長が社

内組織及び社内規程に基づき業務を担当し、適宜、その執行状況を取締役会・幹部会等に報告する体制を今後とも維持しな

がら、適正な職務執行を確保する体制の強化を図っております。また、職務執行に係る重要な文書・情報に関する適正な保

存・管理体制をとっております。 

 また、上記の取締役の職務執行に関する体制を踏まえ、当社職員が、法令、社内規程、ＩＳＯ９００１の品質マニュアル

等に基づき職務遂行を行える体制を確保するとともに、ＥＲＰ（統合基幹業務システム）による業務処理の統一・標準化、

情報の共有化を図るなど適正な業務遂行体制の整備を進めております。 

全社のコンプライアンス（法令遵守）の取組みについては、本社総務部に横断的に統括する機能を持たせ、社内関連規程

等の見直しを行うとともに、役職員に法令・定款・社内規程を遵守した行動をとるための教育等を実施し、また平成19年２

月１日に導入した公益通報者保護法等に基づく社内の内部通報制度（名称：ＮＴＩヘルプライン）の適正な運営を図ってお

ります。 

③監査役監査及び内部監査 



監査役会は、平成19年６月末現在常勤監査役１名（社外監査役）及び非常勤監査役２名（うち社外監査役１名）の計３名

で構成されており、取締役会・幹部会に全員出席して重要な業務執行の監査を行うとともに、監査方針に基づく年間監査実

施計画を作成し、常勤監査役を中心に監査を実施しております。 

また、監査役は、会計監査人から年２回の監査報告を受けるとともに、必要に応じ会計監査人との連携、情報交換を行っ

ております。 

内部監査組織としては、内部監査室３名による内部監査を実施するとともに、マネジメントレビューにより評価を実施し

ております。また、監査役と適宜、情報・意見交換を行い、相互連携を図っております。 

④会計監査の状況 

 会計監査については、あずさ監査法人に所属する日根野谷 正人、小寺 庸の２名の公認会計士が監査業務を執行してお

ります。また、会計監査業務に係る補助者は、同監査法人に所属する公認会計士５名及び会計士補等３名であります。 

⑤社外取締役及び社外監査役 

 社外取締役は１名選任し、社外監査役は２名選任しており、取締役会・幹部会に出席して、業務執行状況について直接聴

取し、的確に把握できるようになっているほか、報告・説明・フォロー等必要なサポート体制を講じております。なお、当

社と社外取締役及び社外監査役との間には特別の利害関係はありません。 

（3）リスク管理体制の整備状況 

全社的な事業活動に伴うリスク（市場変動、取引先信用、財務、法務、環境、品質、情報セキュリティ、事故・災害等）に

ついては、取締役会で重要事項の審議を行うのを受け、幹部会が当社の実質的なリスク管理会議の役割を担い、リスクの評価

とチェック・対策等の確認を行う体制をとっております。 

リスク管理の運営面では、組織横断的なリスクの全社的な管理・対応は業務本部が行い、各部門の所管業務に付随するリス

ク管理は当該部門が行っておりますが、今後、リスク管理に関する社内規程の制定、安全衛生マネジメントシステムの確立等

を含め、統合的な事業リスクマネジメントに対応するため、全社リスク管理の推進体制を構築し、平成19年４月からスタート

しました。 

（4）役員報酬の内容 

    （注）１．社外取締役の報酬の実績はありません。 

２．取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

３．取締役の報酬額には、当期の未払役員賞与が含まれております。 

４．取締役及び監査役の報酬額には、役員退職慰労引当金の当期増加額が含まれております。 

（5）監査報酬の内容 

  

 

区分 金額（百万円） 

取締役報酬 57 

監査役報酬 24 

計 82 

区分 金額（百万円） 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 15 

上記以外の報酬 － 

計 15 



（6）その他コーポレート・ガバナンスに関する事項 

①当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって、市場取引等により自己の株式を取得すること

ができる旨定款に定めております。これは、機動的な資本政策を遂行できるようにするためであります。 

②当社は、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によって、同法第423条第１項に定める取締役、監査役及

び会計監査人の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めております。これは、期待される

役割を十分に発揮できるようにするためであります。 

  
 



第５【経理の状況】 
  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

（1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結会

計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

（2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（平

成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及び前事

業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により

監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

 

  
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金 908 1,049 

２．受取手形及び売掛金 ※４ 5,544 5,438 

３．預け金 300 300 

４．仕掛品 451 942 

５．繰延税金資産 210 209 

６．その他 54 25 

貸倒引当金 △ 4 △ 7 

流動資産合計 7,465 77.3 7,957 78.0

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産  

(1）建物及び構築物 877 897  

減価償却累計額 478 398 502 394 

(2）機械装置及び運搬具 165 166  

減価償却累計額 81 84 93 72 

(3）工具、器具及び備品 477 434  

減価償却累計額 437 40 400 34 

(4）土地 975 1,058 

有形固定資産合計 1,498 15.5 1,559 15.3

２．無形固定資産  

(1）電話加入権 5 5 

(2）ソフトウェア 39 36 

無形固定資産合計 44 0.5 42 0.4

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券 168 177 

(2）繰延税金資産 320 341 

(3）その他 ※１ 178 141 

貸倒引当金 △ 16 △ 16 

投資その他の資産合計 651 6.7 643 6.3

固定資産合計 2,195 22.7 2,245 22.0

資産合計 9,660 100.0 10,203 100.0

   



  

 

  
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．支払手形及び買掛金 2,105 2,279 

２．１年以内償還予定の社債 300 － 

３．短期借入金 100 － 

４．未払金 12 17 

５．未払費用 1,668 1,818 

６．未払法人税等 214 286 

７．未払消費税等 75 49 

８．前受金 49 258 

９．その他 30 38 

流動負債合計 4,556 47.1 4,746 46.5

Ⅱ 固定負債  

１．退職給付引当金 678 774 

２．役員退職慰労引当金 80 96 

３．連結調整勘定 11 － 

４．負ののれん － 9 

固定負債合計 770 8.0 879 8.6

負債合計 5,326 55.1 5,626 55.1

   

（資本の部）  

Ⅰ 資本金 ※２ 1,242 12.9 － －

Ⅱ 資本剰余金 878 9.1 － －

Ⅲ 利益剰余金 2,209 22.9 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金 5 0.0 － －

Ⅴ 自己株式 ※３ △ 0 △0.0 － －

資本合計 4,334 44.9 － －

負債資本合計 9,660 100.0 － －

   



  

  

  
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）  

Ⅰ 株主資本  

１．資本金 － － 1,242 12.2

２．資本剰余金 － － 878 8.6

３．利益剰余金 － － 2,447 24.0

４．自己株式 － － △ 0 △0.0

株主資本合計 － － 4,566 44.8

Ⅱ 評価・換算差額等  

１．その他有価証券評価差額
金 

－ － 10 0.1

評価・換算差額等合計 － － 10 0.1

純資産合計 － － 4,577 44.9

負債純資産合計 － － 10,203 100.0

   



②【連結損益計算書】 

  

  

    
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   11,547 100.0 12,187 100.0

Ⅱ 売上原価   10,320 89.4 10,676 87.6

売上総利益   1,226 10.6 1,511 12.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1、2 795 6.9 890 7.3

営業利益   431 3.7 620 5.1

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息   0 0  

２．有価証券利息   2 4  

３．受取配当金   1 1  

４．負ののれん償却額   － 2  

５．保険返戻金   － 2  

６．その他   2 6 0.1 1 12 0.1

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息   0 0  

２．社債利息   4 1  

３．寄付金   － 0  

４．社債発行費償却   2 －  

５．固定資産除却損 ※３ 4 2  

６．リース解約損   2 －  

７．その他   0 14 0.1 1 7 0.1

経常利益   423 3.7 625 5.1

税金等調整前当期純利益   423 3.7 625 5.1

法人税、住民税及び事業税   203 332  

法人税等調整額   △ 22 181 1.6 △ 23 308 2.5

当期純利益   242 2.1 317 2.6

     



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高   878

Ⅱ 資本剰余金期末残高   878

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高   2,041

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．当期純利益   242 242

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．配当金   66

２．役員賞与   8 74

Ⅳ 利益剰余金期末残高   2,209

   



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本 
評価・換算差額

等 
純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 
その他有価証券

評価差額金 

平成18年３月31日

残高（百万円） 
1,242 878 2,209 △ 0 4,328 5 4,334 

連結会計年度中の

変動額 

             

剰余金の配当

（注） 
    △ 65   △ 65   △ 65 

役員賞与（注）     △ 12   △ 12   △ 12 

当期純利益     317   317   317 

自己株式の取得       △ 0 △ 0   △ 0 

株主資本以外の

項目の連結会計

年度中の変動額

（純額） 

          4 4 

連結会計年度中の

変動額合計 

（百万円） 

－ － 238 △ 0 238 4 242 

平成19年３月31日

残高（百万円） 
1,242 878 2,447 △ 0 4,566 10 4,577 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  次へ 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益 423 625 

減価償却費 59 57 

貸倒引当金の増減額 △ 9 2 

退職給付引当金の増減額 △ 26 95 

役員退職慰労引当金の増減額 8 15 

受取利息及び受取配当金 △ 1 △ 5 

支払利息 0 0 

社債利息 4 1 

固定資産除却損 4 2 

社債発行費償却 2 － 

売上債権の増減額 749 106 

たな卸資産の増減額 75 △ 490 

その他の流動資産の増減額 △ 4 29 

仕入債務の増減額 △ 283 173 

その他の流動負債の増減額 △ 568  382 

役員賞与の支払額 △ 8 △ 12 

その他 △ 0 △ 27 

小計 425 957 

利息及び配当金の受取額 1 6 

利息の支払額 △ 0 △ 0 

社債利息の支払額 △ 4 △ 2 

法人税等の支払額 △ 185 △ 260 

営業活動によるキャッシュ・フロー 237 699 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資有価証券の取得による支出 △ 203 △ 0 

投資有価証券の売却による収入 101 － 

有形固定資産の取得による支出 △ 6 △ 107 

無形固定資産の取得による支出 △ 6 △ 21 

新規連結子会社の取得による支出 △ 96 － 

長期貸付金の回収 6 1 

その他 △ 1 35 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 205 △ 92 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入による収入 250 200 

短期借入金の返済による支出 △ 250 △ 300 

社債の償還による支出 － △ 300 

自己株式の取得による支出 △ 0 △ 0 

配当金の支払額 △ 66 △ 65 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 66 △ 466 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △ 34 141 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,243 1,208 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 1,208 1,349 

  



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 ７社 連結子会社の数 ７社 

  連結子会社名は、「第１企業の概況

４．関係会社の状況」に記載している

ため、省略しました。 

なお、関西設計㈱については、平成18

年１月４日付で当社の親会社である日

立造船㈱から株式を全株譲り受けまし

たが、平成18年３月31日をみなし取得

日としているため、当連結会計年度末

から連結子会社となり、当連結会計年

度は貸借対照表のみを連結の範囲に含

めております。 

連結子会社名は、「第１企業の概況

４．関係会社の状況」に記載している

ため、省略しました。 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用していない関連会社 持分法を適用していない関連会社 １社 

㈲エコクリーン（平成15年12月１日設

立）は小規模であり、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等から見て、持分法の対象から

除外しても連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲から除外

しております。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

ア 有価証券 ア 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 

  イ たな卸資産 イ たな卸資産 

  (ア)仕掛品 (ア)仕掛品 

  個別法による原価法 同左 

  (イ)貯蔵品 (イ)貯蔵品 

  最終仕入原価法 同左 



 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

ア 有形固定資産 ア 有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用して

おります。 

同左 

  なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物     ８～50年 

機械装置及び運搬具   ２～14年 

工具、器具及び備品   ２～20年 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物     ３～50年 

機械装置及び運搬具   ２～15年 

工具、器具及び備品   ２～20年 

  イ 無形固定資産 イ 無形固定資産 

  定額法を採用しております。なお、

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

同左 

(3）重要な繰延資産の処理

方法 

社債発行費 ────── 

社債の償還期間（３年）にわたり均等

償却しております。 

  

(4）重要な引当金の計上基

準 

ア 貸倒引当金 ア 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

同左 

  イ 退職給付引当金 イ 退職給付引当金 

  主として、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処理し

ております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（12

年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしておりま

す。 

同左 

  ウ 役員退職慰労引当金 ウ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支払に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額の

100％を計上しております。 

同左 



  

 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、５年間

の均等償却を行っております。 

────── 

７．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

────── 負ののれんの償却については、５年間

の均等償却を行っております。 

８．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について、連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

────── 

９．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヵ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 



会計方針の変更 

  

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日）及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日））が平成17年４月１日以降開始す

る連結会計年度に係る連結財務諸表から適用されるこ

とになったため、当連結会計年度から同会計基準及び

同適用指針を適用しております。これによる損益に与

える影響はありません。 

  

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は4,577百万

円であります。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、

改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

  

────── （役員賞与に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用し

ております。これにより、従来の方法に比べて、営業

利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は15百万

円減少しております。 



表示方法の変更 

  

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（連結貸借対照表） ────── 

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「貯蔵

品」（当連結会計年度末０百万円）及び「長期貸付

金」（当連結会計年度末０百万円）は、当連結会計年

度において金額的重要性が乏しくなったため、それぞ

れ流動資産及び投資その他の資産の「その他」に含め

て表示することに変更しております。 

  

  

前連結会計年度まで「無形固定資産」の「その他」に

含めて表示しておりました「ソフトウェア」（当連結

会計年度末39百万円）は、当連結会計年度において金

額的重要性が増したため区分掲記しました。 

なお、前連結会計年度における「ソフトウェア」の金

額は、１百万円であります。 

  

  

（連結損益計算書） ────── 

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「貸倒引

当金戻入益」（当連結会計年度０百万円）及び「消費

税等調整差益」（当連結会計年度０百万円）は、当連

結会計年度において金額的重要性が乏しくなったた

め、それぞれ営業外収益の「その他」に含めて表示す

ることに変更しております。 

  

────── （連結貸借対照表） 

  

  

  

前連結会計年度において、「連結調整勘定」として表

示されていたものは、当連結会計年度から「負ののれ

ん」と表示しております。 

  

────── （連結損益計算書） 

  前連結会計年度まで「営業外収益」の「その他」に含

めて表示しておりました「保険返戻金」（当連結会計

年度２百万円）は、当連結会計年度において金額的重

要性が増したため区分掲記しました。 

なお、前連結会計年度における「保険返戻金」の金額

は０百万円であります。 

  

  前連結会計年度まで「営業外費用」の「その他」に含

めて表示しておりました「寄付金」（当連結会計年度

０百万円）は、当連結会計年度において金額的重要性

が増したため区分掲記しました。 

なお、前連結会計年度における「寄付金」の金額は、

０百万円であります。 



  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  前連結会計年度まで区分掲記しておりました「リース

解約損」（当連結会計年度０百万円）は、当連結会計

年度において金額的重要性が乏しくなったため、営業

外費用の「その他」に含めて表示することに変更して

おります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

（連結損益計算書関係） 

 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。 
  

その他（出資金） 2百万円 その他（出資金） 2百万円

※２．当社の発行済株式総数は、普通株式6,600,000株

であります。 

※２．       ────── 

※３．当社が保有する自己株式の数は、普通株式700株

であります。 

※３．       ────── 

※４．      ────── ※４．連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理をしておりま

す。なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休

日であったため、次の連結会計年度末日満期手形

が連結会計年度末残高に含まれております。 

受取手形               31百万円 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 
  

従業員給料手当 235百万円

貸倒引当金繰入額 0百万円

退職給付引当金繰入額 25百万円

役員退職慰労引当金繰入額 14百万円

従業員給料手当 240百万円

貸倒引当金繰入額 2百万円

退職給付引当金繰入額 22百万円

役員退職慰労引当金繰入額 24百万円

  
※２. 一般管理費に含まれる研究開発費 

  72百万円

※２. 一般管理費に含まれる研究開発費 

  69百万円

※３．固定資産除却損 ※３．固定資産除却損 

固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

す。 

固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

す。 
  

機械装置及び運搬具 0百万円

工具、器具及び備品 4百万円

計 4百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

工具、器具及び備品 2百万円

計 2百万円



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の普通株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（注）１株当たり配当額 15円（普通配当 12円、上場10周年記念配当 ３円） 

 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式 

普通株式 6,600 － － 6,600 

合計 6,600 － － 6,600 

自己株式 

普通株式（注） 0 0 － 1 

合計 0 0 － 1 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 65 10 平成18年３月31日 平成18年６月30日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 98 利益剰余金 15 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 
  

現金及び預金勘定 908百万円

預け金 300百万円

現金及び現金同等物 1,208百万円

現金及び預金勘定 1,049百万円

預け金 300百万円

現金及び現金同等物 1,349百万円

２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

２．        ────── 

株式の取得により関西設計株式会社を新たに連結

したことに伴う新規連結開始時の資産及び負債の

内訳、並びに当該新規連結子会社株式の取得価額

と新規連結子会社取得による支出（純額）との関

係は、次のとおりであります。 

  

  
流動資産 713百万円

固定資産 167百万円

流動負債 519百万円

固定負債 142百万円

新規連結子会社株式の取得価額 206百万円

新規連結子会社の現金同等物 110百万円

差引：新規連結子会社株式取得 
のための支出 

96百万円



（リース取引関係） 

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

車両運搬具 31 14 17

工具、器具及
び備品 

123 39 83

合計 154 53 100

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円） 

車両運搬具 30 15 15 

工具、器具及
び備品 

133 57 75 

合計 164 73 90 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

（注） 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 38百万円

１年超 102百万円

合計 141百万円

１年内 50百万円

１年超 136百万円

合計 186百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注） 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 30百万円

減価償却費相当額 30百万円

支払リース料 33百万円

減価償却費相当額 33百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 



  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（貸主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（貸主側） 

１．リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

１．リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 
  

  
取得価額 
（百万円） 

減価償却累
計額 
（百万円） 

期末残高 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

86 29 57

取得価額
（百万円）

減価償却累
計額 
（百万円） 

期末残高 
（百万円） 

機械装置及び
運搬具 

86 37 49 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 16百万円

１年超 105百万円

合計 122百万円

１年内 27百万円

１年超 152百万円

合計 180百万円

このうち、転貸リース取引に係る貸主側の未経過

リース料の期末残高相当額は45百万円（うち１年

内は６百万円）であります。なお、借主側の未経

過リース料の残高は概ね同額であり、上記の借主

側２.未経過リース料期末残高相当額に含まれてお

ります。 

このうち、転貸リース取引に係る貸主側の未経過

リース料の期末残高相当額は114百万円（うち１年

内は16百万円）であります。なお、借主側の未経

過リース料の残高は概ね同額であり、上記の借主

側２.未経過リース料期末残高相当額に含まれてお

ります。 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高及び見積残存価額の残高の合計額が、

営業債権の期末残高等に占める割合が低いため、

受取利子込み法により算定しております。 

（注） 

同左 

    

３．受取リース料及び減価償却費 ３．受取リース料及び減価償却費 
  

受取リース料 10百万円

減価償却費 9百万円

受取リース料 10百万円

減価償却費 8百万円



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、すべて減損処理を行い、30～50％程

度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行うこととしております。 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 

  種類 
取得原価
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1）株式 5 15 10 

(2）債券

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 5 15 10 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1）株式 2 2 △ 0 

(2）債券

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 2 2 △ 0 

合計 8 18 9 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 50 

他社株転換条項付社債 100 



当連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、すべて減損処理を行い、30～50％程

度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行うこととしております。 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  次へ 

  種類 
取得原価
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1）株式 8 26 17 

(2）債券

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 8 26 17 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

合計 8 26 17 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 50 

他社株転換条項付社債 100 



（デリバティブ取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を全く行って

おりませんので該当事項はありません。 

同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社グループは、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払

う場合があります。 

  

２．退職給付債務及びその内訳 

（注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３．退職給付費用の内訳 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 

  
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

退職給付債務 

(1）退職給付債務（百万円） 2,986 2,994 

(2）年金資産（百万円） 1,297 1,330 

(3）会計基準変更時差異の未処理額（百万円） 543 483 

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） 466 406 

(5）退職給付引当金（百万円） 678 774 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

退職給付費用 

(1）勤務費用（百万円） 118 186 

(2）利息費用（百万円） 66 55 

(3）期待運用収益（百万円） △ 10 △ 12 

(4）会計処理基準変更時差異の費用処理額（百万円） 55 60 

(5）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 52 44 

計 282 334 

  
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

(1）割引率（％） 2.0 2.0 

(2）期待運用収益率（％） 1.0 1.0 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 勤務期間を基準とする方法 同左 

(4）会計基準変更時差異の処理年数（年） 15 15 

(5）数理計算上の差異の処理年数
  
  
  

発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数
（12年）による定額法によ
り費用処理しております。 

同左 



（ストック・オプション等関係） 

該当事項はありません。 

  

（税効果会計関係） 

  

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
  

  

繰延税金資産（流動） （単位：百万円)

未払費用 184 

未払事業税 19 

その他 6 

計 210 

繰延税金資産（固定）   

役員退職慰労引当金 33 

退職給付引当金 269 

貸倒引当金 6 

その他 14 

計 324 

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 △ 3 

計 △ 3 

繰延税金資産の純額 530 

繰延税金資産（流動） （単位：百万円)

未払費用 189 

未払事業税 23 

計 212 

繰延税金負債（流動）   

 その他 △ 2 

計 △ 2 

繰延税金資産（固定）   

役員退職慰労引当金 39 

退職給付引当金 309 

貸倒引当金 6 

その他 23 

 小計 379 

評価性引当額 △ 30 

計 349 

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 △ 7 

計 △ 7 

繰延税金資産の純額 551 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 
  

  

  （単位：％)

法定実効税率 40.6 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入さ
れない項目 

3.6 

受取配当金等永久に益金に算
入されない項目 

△ 2.0 

住民税均等割等 2.9 

試験研究費等の法人税額特別
控除 

△ 2.7 

その他 0.4 

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

42.8 

  （単位：％)

法定実効税率 40.6 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入さ
れない項目 

1.8 

受取配当金等永久に益金に算
入されない項目 

△ 2.5 

住民税均等割等 2.3 

評価性引当額 4.9 

連結会社間内部取引消去 2.4 

その他 △ 0.2 

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

49.3 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

（注）１．事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業区分に属する主要な事業の内容 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,123百万円であり、その主なものは当社での余資運用資金

（預金）、繰延税金資産等であります。 

  

 

  
検査・計
測・診断事
業(百万円) 

エンジニア
リング事業 
（百万円） 

メンテナン
ス事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益    

売上高    

（1）外部顧客に対する売上高 1,847 5,894 3,805 11,547 － 11,547

（2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － － －

計 1,847 5,894 3,805 11,547 － 11,547

営業費用 1,725 5,743 3,646 11,115 － 11,115

営業利益 121 150 158 431 － 431

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本
的支出 

   

資産 1,364 3,981 2,190 7,536 2,123 9,660

減価償却費 16 30 12 59 － 59

資本的支出 7 21 11 40 － 40

  事業区分 主要な事業の内容

  検査・計測・診断事業 

・溶接構造物などの放射線・超音波・磁気・浸透探傷検査並びに渦流
探傷及び中性子などの利用による各種検査 

・鋼構造物、コンクリート構造物等の総合診断 
・水中構造物、岩盤、土質の調査・診断並びに地中埋設物の検査・診
断 

・応力、振動、音響、温度等の各種計測・解析 

  エンジニアリング事業 

・諸機械の製作・据付・移設・改造
・生産ラインの自動化システムの設計・製作・据付・移設・改造 
・駐車場誘導・監視システム及び電気制御装置の設計・製作・据付 
・諸設備の電気計装工事 
・リサイクルプラントの設計・製作・据付・改造 
・各種プラント関連機器・装置の設計・製作・据付・改造 
・各種プラント、環境及び建築設備、鋼構造物等の企画・設計 

  メンテナンス事業 
・工場諸設備などの運転・保守管理
・機械・構造物・リサイクルプラントの保守点検・修理 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）１．事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業区分に属する主要な事業の内容 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,226百万円であり、その主なものは当社での余資運用資金

（預金）、繰延税金資産等であります。 

４.「会計方針」の変更に記載のとおり、当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用しております。これにより、従来の方法に比べて、「検査・計測・診断事業」で２百万円、「エンジ

ニアリング事業」で６百万円、「メンテナンス事業」で５百万円、それぞれ営業費用が増加し、営業利益がそれぞれ同額

減少しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事

項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  

  
検査・計
測・診断事
業(百万円) 

エンジニア
リング事業 
（百万円） 

メンテナン
ス事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益    

売上高    

（1）外部顧客に対する売上高 2,258 6,221 3,707 12,187 － 12,187

（2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － － －

計 2,258 6,221 3,707 12,187 － 12,187

営業費用 2,067 5,954 3,544 11,567 － 11,567

営業利益 191 266 162 620 － 620

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本
的支出 

   

資産 1,605 4,369 2,002 7,977 2,226 10,203

減価償却費 17 29 11 57 － 57

資本的支出 34 72 13 119 － 119

  事業区分 主要な事業の内容

  検査・計測・診断事業 

・溶接構造物などの放射線・超音波・磁気・浸透探傷検査並びに過
流探傷及び中性子などの利用による各種検査 

・鋼構造物、コンクリート構造物等の総合診断 
・水中構造物、岩盤、土質の調査・診断並びに地中埋設物の検査・
診断 

・応力、振動、音響、温度等の各種計測・解析 

  エンジニアリング事業 

・諸機械の製作・据付・移設・改造
・生産ラインの自動化システムの設計・製作・据付・移設・改造 
・駐車場誘導・管制システム及び電気制御装置の設計・製作・据付 
・諸設備の電気計装工事 
・各種プラント関連機器・装置及び環境設備の設計・製作・据付・
改造 

・各種プラント、環境及び建築設備、鋼構造物等の企画・設計 

  メンテナンス事業 
・工場諸設備などの運転・保守管理
・機械・構造物・各種プラント等の保守点検・修理 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

（1）親会社及び法人主要株主等 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

当社製品の販売、工事請負等についての価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件で取引

を行っております。 

  

（2）兄弟会社等 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

資金の運用にあたっては、市場金利を勘案して当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件で取引を行っております。 

  

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（1）親会社及び法人主要株主等 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

当社製品の販売、工事請負等についての価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件で取引

を行っております。 

 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金

(百万円) 
事業の内容
又は職業 

議決権
等の被
所有割
合 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円) 役員の

兼任等 
事業上の関
係 

親会社 日立造船㈱ 
大阪市 
住之江区 

30,355

環境装置・
プラント・
鉄構・機
械・原動機
等の製造・
販売事業 

直接
59.9％ 
間接 
1.8％ 

兼任
２名 

非破壊検
査、計測・
診断、各種
プラントの
製作、施設
の保守点検
等メンテナ
ンスの請負 

検査工事の
受託、施設
の保守点検
等のメンテ
ナンス、エ
ンジニアリ
ングの請負 

3,493 
受取手
形及び
売掛金 

1,490

プラント設
備用機器等
の購入 

27 買掛金 19

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金

(百万円) 
事業の内容
又は職業 

議決権
等の被
所有割
合 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円) 役員の

兼任等 
事業上の関
係 

親会社
の子会
社 

㈱エーエフ
シー 

大阪市 
住之江区 

420

経理業務 
・計算業務
の受託、 
資金の調
達・運用・
管理、金銭
の貸付及び
立替等 

直接
0％ 

  
なし

資金の運用
及び資産の
リース 

資金の運用 － 預け金 300

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金

(百万円) 
事業の内容
又は職業 

議決権
等の被
所有割
合 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円) 役員の

兼任等 
事業上の関
係 

親会社 日立造船㈱ 
大阪市 
住之江区 

45,442

環境装置・
プラント・
鉄構・機
械・原動機
等の製造・
販売事業 

直接
59.9％ 
間接 
1.9％ 

兼任
１名 

非破壊検
査、計測・
診断、各種
プラントの
製作、施設
の保守点検
等メンテナ
ンスの請負 

検査工事の
受託、施設
の保守点検
等のメンテ
ナンス、エ
ンジニアリ
ングの請負 

1,176 
受取手
形及び
売掛金 

319

プラント設
備用機器等
の購入 

284 買掛金 156



（2）兄弟会社等 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

資金の運用にあたっては、市場金利を勘案して当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件で取引を行っております。 

  

（１株当たり情報） 

（注）１.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金

(百万円) 
事業の内容
又は職業 

議決権
等の被
所有割
合 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円) 役員の

兼任等 
事業上の関
係 

親会社
の子会
社 

㈱エーエフ
シー 

大阪市 
住之江区 

420

経理業務 
・計算業務
の受託、 
資金の調
達・運用・
管理 、金
銭の貸付及
び立替等 

直接
0％ 

  
なし

資金の運用
及び資産の
リース 

資金の運用 － 預け金 300

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 655円12銭

１株当たり当期純利益 35円07銭

１株当たり純資産額 693円64銭

１株当たり当期純利益 48円07銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

同左 

  
前連結会計年度末
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） － 4,577 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
－ － 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） － 4,577 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株） 
－ 6,598 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益（百万円） 242 317 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 10 － 

（うち利益処分による役員賞与金） （ 10） （ －） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 231 317 

期中平均株式数（千株） 6,599 6,598 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

（注）（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

  

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％） 

担保 償還期限

    平成年月日   平成年月日
㈱ニチゾウテック 第１回無担保社債 15．９．24 300 － 1.37 なし 18．９．22

      (300)     

計 
－ － 300 － － － － 
    (300)     



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

    
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   401 623 

２．受取手形 
※3, 
5 

642 605 

３．売掛金 ※３ 4,343 4,320 

４．預け金   300 300 

５．仕掛品   344 814 

６．繰延税金資産   121 126 

７．未収入金 ※３ 166 109 

８．その他   15 5 

貸倒引当金   △ 1 △ 4 

流動資産合計   6,333 72.4 6,902 73.9

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1）建物   835 856  

減価償却累計額   447 388 470 385 

(2）構築物   30 30  

減価償却累計額   25 5 25 4 

(3）機械及び装置   162 163  

減価償却累計額   78 83 90 72 

(4）工具、器具及び備品   442 403  

減価償却累計額   407 34 372 30 

(5）土地   975 1,058 

有形固定資産合計   1,487 17.0 1,551 16.6

２．無形固定資産    

(1）電話加入権   5 5 

(2）ソフトウェア   34 30 

無形固定資産合計   39 0.5 35 0.4

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券   164 173 

(2）関係会社株式   461 461 

(3）関係会社出資金   2 2 

(4）破産債権・更生債権その
他これらに準ずる債権 

  0 0 

(5）繰延税金資産   186 161 

(6）その他   83 71 

貸倒引当金   △ 16 △ 16 

投資その他の資産合計   882 10.1 854 9.1

固定資産合計   2,410 27.6 2,441 26.1

資産合計   8,743 100.0 9,343 100.0
     



  

 

    
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形   1,262 1,079 

２．買掛金 ※３ 207 548 

３．１年以内償還予定の社債   300 － 

４．未払金   12 11 

５．未払費用 ※３ 2,063 2,368 

６．未払法人税等   183 223 

７．未払消費税等   33 7 

８．前受金   47 250 

９．預り金   12 17 

流動負債合計   4,121 47.1 4,507 48.2

Ⅱ 固定負債    

１．退職給付引当金   371 362 

２．役員退職慰労引当金   43 53 

固定負債合計   414 4.8 415 4.5

負債合計   4,536 51.9 4,922 52.7
     
（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※１ 1,242 14.2 － －

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金   878 －  

資本剰余金合計   878 10.0 － －

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金   84 －  

２．任意積立金    

(1）別途積立金   900 －  

３．当期未処分利益   1,098 －  

利益剰余金合計   2,082 23.8 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金   5 0.1 － －

Ⅴ 自己株式 ※２ △ 0 △0.0 － －

資本合計   4,207 48.1 － －

負債資本合計   8,743 100.0 － －
     



  

  

    
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１．資本金   － － 1,242 13.3

２．資本剰余金    

(1）資本準備金   － 878  

資本剰余金合計   － － 878 9.4

３．利益剰余金    

(1）利益準備金   － 84  

(2）その他利益剰余金    

別途積立金   － 900  

繰越利益剰余金   － 1,307  

利益剰余金合計   － － 2,291 24.5

４．自己株式   － － △ 0 △0.0

株主資本合計   － － 4,410 47.2

Ⅱ 評価・換算差額等    

１．その他有価証券評価差額金   － － 10 0.1

評価・換算差額等合計   － － 10 0.1

純資産合計   － － 4,420 47.3

負債純資産合計   － － 9,343 100.0
     



②【損益計算書】 

 

    
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１ 11,404 100.0 10,640 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 10,311 90.4 9,425 88.6

売上総利益   1,092 9.6 1,215 11.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．給与手当   247 244  

２．賞与   70 77  

３．法定福利費   42 41  

４．退職給付引当金繰入額   25 16  

５．役員退職慰労引当金繰入額   14 17  

６．貸倒引当金繰入額    0 2  

７．減価償却費   14 21  

８．賃借料   17 －  

９．旅費交通費   34 －  

10．研究開発費 ※２ 78 74  

11．その他   154 698 6.1 218 713 6.7

営業利益   393 3.5 502 4.7

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息   0 0  

２．有価証券利息   － 4  

３．受取配当金 ※１ 21 38  

４．その他   2 24 0.2 1 44 0.4

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息   0 0  

２．社債利息   4 1  

３. 寄付金   － 0  

４．社債発行費償却   2 －  

５．固定資産除却損 ※３ 4 2  

６．リース解約損   1 －  

７．その他   0 13 0.1 0 5 0.0

経常利益   405 3.6 541 5.1

税引前当期純利益   405 3.6 541 5.1

法人税、住民税及び事業税   183 239  

法人税等調整額   △ 18 165 1.5 16 255 2.4

当期純利益   239 2.1 285 2.7

前期繰越利益   858 － 

当期未処分利益   1,098 － 

     



売上原価明細書 

（脚注） 

  

  

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   1,281 12.4 1,340 13.4 

Ⅱ 外注費   6,570 63.7 6,002 60.2 

Ⅲ 労務費   2,111 20.5 2,271 22.8 

Ⅳ 経費 ※２ 343 3.4 354 3.6 

当期総製造費用   10,307 100.0 9,969 100.0 

期首仕掛品たな卸高   426 344 

合計   10,734 10,314 

期末仕掛品たな卸高   344 814 

他勘定振替高 ※３ 78 74 

売上原価   10,311 9,425 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 １．原価計算の方法  １．原価計算の方法 

個別原価計算を採用しております。 同左 

※２．経費の主な内訳 ※２．経費の主な内訳 
  

  （百万円）

賃借料 27 

旅費交通費 109 

設計費 67 

  （百万円）

賃借料 31 

旅費交通費 100 

設計費 47 

※３．他勘定振替高の内訳 ※３．他勘定振替高の内訳 
  

  （百万円）

研究開発費 78 

計 78 

  （百万円）

研究開発費 74 

計 74 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

  

 

   
前事業年度

株主総会承認日 
（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）

Ⅰ 当期未処分利益   1,098

Ⅱ 利益処分額  

１．配当金   65

２．役員賞与金   10

（うち監査役分）   ( 2) 76

Ⅲ 次期繰越利益   1,021

   



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  次へ 

項 目 

株主資本 
評価・換算差

額等 

純 資 産 合

計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本合

計 

その他有価証

券評価差額金 資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 
別途積立

金 

繰越利益剰

余金 

平成18年3月31日

残高（百万円） 
1,242 878 84 900 1,098 2,082 △ 0 4,202 5 4,207 

事業年度中の変動

額 

                   

剰 余 金 の 配 当

（注） 

       
△ 65 △ 65   △ 65   △ 65 

役員賞与（注）         △ 10 △ 10   △ 10   △ 10 

当期純利益         285 285   285   285 

自己株式の取得             △ 0 △ 0   △ 0 

株主資本以外の項

目の事業年度中の

変動額(純額) 
                4 4 

事業年度中の変動

額合計（百万円） 
－ － － －  208 208 △ 0 208 4 213 

平成19年３月31日

残高（百万円） 
1,242 878 84 900 1,307 2,291 △ 0 4,410 10 4,420 



重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

仕掛品……個別法による原価法 

貯蔵品……最終仕入原価法 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用して

おります。 

同左 

  なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物     ８～50年 

機械装置及び運搬具   ２～14年 

工具、器具及び備品   ２～20年 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物     ３～50年 

機械装置及び運搬具   ２～15年 

工具、器具及び備品   ２～20年 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  定額法を採用しております。なお、

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

同左 

４．繰延資産の処理方法 社債発行費 ────── 

  社債の償還期間（３年）にわたり均等

償却しております。 

  

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

同左 



  

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

なお、会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処理し

ております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（12年）に

よる定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

同左 

  (3）役員退職慰労引当金 (3）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支払に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額の

100％を計上しております。 

同左 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計方針の変更 

  

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日）及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日））が平成17年４月１日以降開始す

る事業年度に係る財務諸表から適用されることになっ

たため、当事業年度から同会計基準及び同適用指針を

適用しております。これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

  

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は4,420百

万円であります。 

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財

務諸表等規則により作成しております。 

  

────── （役員賞与に関する会計基準） 

当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用してお

ります。これにより、従来の方法に比べて、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益は15百万円減少し

ております。 



表示方法の変更 

  

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表） ────── 

 前期まで区分掲記しておりました「貯蔵品」（当事業

年度末０百万円）、「長期貸付金」（当事業年度末０

百万円）及び「長期前払費用」（当事業年度末０百万

円）は、当期において金額的重要性が乏しくなったた

め、それぞれ流動資産及び投資その他の資産の「その

他」に含めて表示することに変更しております。 

  

前期まで「無形固定資産」の「その他」に含めて表示

しておりました「ソフトウェア」（当事業年度末34百

万円）は、当期において金額的重要性が増したため区

分掲記しました。 

なお、前期における「ソフトウェア」の金額は、１百

万円であります。 

  

  

（損益計算書） ────── 

前期まで販売費及び一般管理費の「その他」に含めて

表示しておりました「法定福利費」は、当期において

金額的重要性が増したため区分掲記しました。 

なお、前期における「法定福利費」の金額は、41百万

円であります。 

  

前期まで区分掲記しておりました「貸倒引当金戻入

益」（当事業年度０百万円）及び「寄付金」（当事業

年度０百万円）は、当期において金額的重要性が乏し

くなったため、それぞれ営業外収益及び営業外費用の

「その他」に含めて表示することに変更しておりま

す。 

  

────── （損益計算書） 

前期まで「営業外収益」の「その他」に含めて表示し

ておりました「有価証券利息」（当事業年度４百万

円）は、当期において金額的重要性が増したため区分

掲記しました。 

なお、前期における「有価証券利息」の金額は、１百

万円であります。 

  前期まで「営業外費用」の「その他」に含めて表示し

ておりました「寄付金」（当事業年度０百万円）は、

当期において金額的重要性が増したため区分掲記しま

した。 

なお、前期における「寄付金」の金額は、０百万円で

あります。 



  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

前期まで区分掲記しておりました「賃借料」（当事業

年度16百万円）及び「旅費交通費」（当事業年度28百

万円）は、当期において金額的重要性が乏しくなった

ため、販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表

示することに変更しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

※１．授権株式数及び発行済株式総数 ※１．       ────── 
  

授権株式数     普通株式 24,000,000株

発行済株式総数   普通株式 6,600,000株

   

   

※２．自己株式 ※２．       ────── 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式700株

であります。 

  

※３．関係会社に係る注記 ※３．関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 
  

  

売掛金 1,412百万円

未収入金 160百万円

未払費用 1,085百万円

受取手形 45百万円

売掛金 294百万円

未収入金 103百万円

買掛金 191百万円

未払費用 1,185百万円

 ４．配当制限  ４．       ────── 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は５百万

円であります。 

  

※５．       ────── ※５．期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしております。なお、当事

業年度の末日は金融機関の休日であったため、次

の期末日満期手形が期末残高に含まれておりま

す。 

受取手形              25百万円 



（損益計算書関係） 

  

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の普通株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．関係会社に対する事項 ※１．関係会社に対する事項 
  

売上高 3,499百万円

材料等の仕入高 2,775百万円

受取配当金 20百万円

材料等の仕入高 3,343百万円

受取配当金 37百万円

   

※２．一般管理費に含まれる研究開発費   78百万円 ※２．一般管理費に含まれる研究開発費   74百万円 

※３．固定資産除却損 ※３．固定資産除却損 

固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

す。 

固定資産除却損の内訳は以下のとおりでありま

す。 
  

  

工具、器具及び備品 4百万円

計 4百万円

機械及び装置 0百万円

工具、器具及び備品 2百万円

計 2百万円

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式（注） 0 0 － 1 

合計 0 0 － 1 



（リース取引関係） 

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

車両運搬具 17 6 10

工具、器具及
び備品 

123 39 83

合計 140 46 93

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円） 

車両運搬具 20 10 10 

工具、器具及
び備品 

133 57 75 

合計 153 68 85 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

（注） 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 36百万円

１年超 98百万円

合計 134百万円

１年内 48百万円

１年超 133百万円

合計 181百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注） 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 27百万円

減価償却費相当額 27百万円

支払リース料 31百万円

減価償却費相当額 31百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 



  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（貸主側） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（貸主側） 

１．リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

１．リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 
  

  
取得価額 
（百万円） 

減価償却累
計額 
（百万円） 

期末残高 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

86 29 57

取得価額
（百万円）

減価償却累
計額 
（百万円） 

期末残高 
（百万円） 

機械装置及び
運搬具 

86 37 49 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 16百万円

１年超 105百万円

合計 122百万円

１年内 27百万円

１年超 152百万円

合計 180百万円

このうち、転貸リース取引に係る貸主側の未経過

リース料の期末残高相当額は45百万円（うち１年

内は６百万円）であります。なお、借主側の未経

過リース料の残高は概ね同額であり、上記の借主

側２.未経過リース料期末残高相当額に含まれて

おります。 

このうち、転貸リース取引に係る貸主側の未経過

リース料の期末残高相当額は114百万円（うち１

年内は16百万円）であります。なお、借主側の未

経過リース料の残高は概ね同額であり、上記の借

主側２.未経過リース料期末残高相当額に含まれ

ております。 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高及び見積残存価額の残高の合計額が、

営業債権の期末残高等に占める割合が低いため、

受取利子込み法により算定しております。 

（注） 

同左 

３．受取リース料及び減価償却費 ３．受取リース料及び減価償却費 
  

受取リース料 10百万円

減価償却費 9百万円

受取リース料 10百万円

減価償却費 8百万円



（有価証券関係） 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）

における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

 



（税効果会計関係） 

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
  

  

繰延税金資産（流動） （単位：百万円）

未払費用 104 

未払事業税 16 

計 121 

繰延税金資産（固定）   

役員退職慰労引当金 17 

退職給付引当金 150 

貸倒引当金 6 

その他 15 

計 190 

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 △ 3 

計 △ 3 

繰延税金資産の純額 307 

繰延税金資産（流動） （単位：百万円）

未払費用 108 

未払事業税 17 

計 126 

繰延税金資産（固定）   

役員退職慰労引当金 21 

退職給付引当金 147 

貸倒引当金 6 

その他 15 

小計 190 

評価性引当額 △ 21 

計 169 

繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 △ 7 

計 △ 7 

繰延税金資産の純額 287 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 
  

  （単位：％)

法定実効税率 40.6 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入さ
れない項目 

3.5 

受取配当金等永久に益金に算
入されない項目 

△ 2.1 

住民税均等割等 2.4 

試験研究費等の法人税額特別
控除 

△ 2.8 

その他 △ 0.8 

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

40.8 
  

  （単位：％)

法定実効税率 40.6 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入さ
れない項目 

2.0 

受取配当金等永久に益金に算
入されない項目 

△ 2.8 

住民税均等割等 2.3 

評価性引当額 4.0 

その他 1.2 

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

47.3 



（１株当たり情報） 

（注）１.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 635円95銭

１株当たり当期純利益 34円68銭

１株当たり純資産額 669円98銭

１株当たり当期純利益 43円26銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

同左 

  
前事業年度末

（平成18年３月31日） 
当事業年度末 

（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） － 4,420 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
－ － 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） － 4,420 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株） 
－ 6,598 

  
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益（百万円） 239 285 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 10 － 

（うち利益処分による役員賞与金） （ 10） （ －） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 228 285 

期中平均株式数（千株） 6,599 6,598 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【債券】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円） 

投資有価
証券 

その他有
価証券 

㈱オーナミ 5,250 1

ＳＥＣカーボン㈱ 12,488 20

㈱名村造船所 1,000 1

㈱みずほフィナンシャルグループ 50 50

計 18,788 72

銘柄
券面総額
（百万円） 

貸借対照表計上額
（百万円） 

投資有価
証券 

その他有
価証券 

他社株転換条項付社債 100 100



【有形固定資産等明細表】 

 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産    

建物 835 20 － 856 470 22 385

構築物 30 － － 30 25 0 4

機械及び装置 162 0 0 163 90 12 72

工具、器具及び備品 442 4 43 403 372 6 30

土地 975 82 － 1,058 － － 1,058

有形固定資産計 2,447 108 44 2,511 959 42 1,551

無形固定資産    

電話加入権 5 － － 5 － － 5

ソフトウェア 41 5 － 46 16 8 30

無形固定資産計 46 5 － 52 16 8 35

長期前払費用 3 1 2 2 0 0 1

繰延資産    

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －



【引当金明細表】 

（注）貸倒引当金の当期減少額「その他」１百万円は一般債権の貸倒実績率による洗替等によるものであります。 

  

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 18 4 0 1 20

役員退職慰労引当金 43 17 7 － 53



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

② 受取手形 

（イ）相手先別内訳 

  

（ロ）期日別内訳 

 

区分 金額（百万円）

現金 0 

預金の種類 

当座預金 33 

普通預金 589 

別段預金 0 

小計 623 

合計 623 

相手先 金額（百万円）

日立造船メカニカル㈱ 105 

㈱アイメックス 56 

日立造船㈱ 42 

東日本トランスポーテック㈱ 39 

㈱エムテック 26 

その他 335 

合計 605 

期日別 金額（百万円）

平成19年４月満期 107 

〃 ５月 〃 152 

〃 ６月 〃 110 

〃 ７月 〃 170 

〃 ８月 〃 61 

〃 ９月以降満期 3 

合計 605 



③ 売掛金 

（イ）相手先別内訳 

  

（ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

（注）消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の金額には消費税等が含まれております。 

  

④ 仕掛品 

  

⑤ 支払手形 

（イ）相手先別内訳 

  

 

相手先 金額（百万円）

ユニバーサル造船㈱ 1,098 

㈱環境総合テクノス 357 

日立造船㈱ 276 

㈱安川電機 246 

五洋建設㈱ 237 

その他 2,103 

合計 4,320 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

4,343 11,172 11,195 4,320 72.2 141.5 

品名 金額（百万円）

検査・計測・診断 55 

エンジニアリング 691 

メンテナンス 67 

合計 814 

相手先 金額（百万円）

㈱ニューテック 58 

栗原工業㈱ 45 

㈲平中工業 42 

日本ホイスト㈱ 38 

㈲泉州工業 37 

その他 857 

合計 1,079 



（ロ）期日別内訳 

  

⑥ 買掛金 

  

⑦ 未払費用 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

期日別 金額（百万円）

平成19年４月満期 276 

〃 ５月 〃 229 

〃 ６月 〃 251 

〃 ７月 〃 260 

〃 ８月 〃 60 

〃 ９月以降満期 － 

合計 1,079 

相手先 金額（百万円）

㈱加地テック 51 

㈱ヤマニシ 49 

㈱ニツテク大阪 34 

立成電機工業㈱ 23 

アイザックビジネスコーポレーション㈱ 18 

その他 370 

合計 548 

区分 金額（百万円）

未払外注費 1,832 

未払賞与 233 

未払工事費 135 

その他 166 

合計 2,368 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

（注）１．当社の株主（実質株主を含む）は、その有する単元未満株式について次に掲げる権利以外の権利を行使することができま

せん。 

(1）会社法第189条第２項に掲げる権利 

(2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

２．平成19年２月20日開催の取締役会において、株主名簿管理人事務取扱場所の変更が決議され、次のとおりとなりました。 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券 10,000株券 100,000株券

剰余金の配当の基準日 
９月30日 
３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う手数料 
１．喪失登録申請  １件につき１０，０００円
２．喪失登録株券  １枚につき   ５００円 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告による。ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子
公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して
行う。 
［公告掲載ＵＲＬ］http://www.nichizotech.co.jp/ 

株主に対する特典 なし 



（平成19年５月７日から実施） 

取扱場所      大阪市北区堂島浜一丁目１番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人   東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所       三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 
 



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第32期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日近畿財務局長に提出 

(2）半期報告書 

 （第33期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月20日近畿財務局長に提出 

  

(3）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成18年７月12日近畿財務局長に提出 

 事業年度（第30期）（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

  

 平成18年７月12日近畿財務局長に提出 

 事業年度（第31期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

  

 平成18年７月12日近畿財務局長に提出 

 事業年度（第32期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月29日

株式会社ニチゾウテック     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  

公認会計士 日根野谷 正人  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小 寺   庸  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ニチゾウテックの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ニチゾウテック及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添

付する形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月28日

株式会社ニチゾウテック     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  

公認会計士 日根野谷 正人  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小 寺   庸  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ニチゾウテックの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ニチゾウテック及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添

付する形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月29日

株式会社ニチゾウテック     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  

公認会計士 日根野谷 正人  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小 寺   庸  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ニチゾウテックの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第32期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ニチゾウテックの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月28日

株式会社ニチゾウテック     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  

公認会計士 日根野谷 正人  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小 寺   庸  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ニチゾウテックの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第33期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ニチゾウテックの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 
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